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我が国は国土の約 7割を森林が占め、その賦存量はエネルギー換算すると年間 1次エネルギ

ー消費量の約 2倍  (44EJ)[1]とされている。また木質バイオマスは、多くの地域で利用可能

なカーボンニュートラルのエネルギー資源として、その利用に注目が集まっている [2-4]。  

そのような中で日本のエネルギーの利用状況や森林資源・林業を取り巻く環境、木質バイ

オマスのエネルギーの利用拡大に向けた課題などを踏まえ、我が国において木質バイオマス

を燃料とするバイオマス発電は、①火力発電などの代替エネルギー /補完エネルギーとなり

うる、②化石燃料以外の永続的に利用することができるエネルギー源を利用する、③二酸化

炭素などの温室効果ガスをほとんど排出しない、④経済合理性のある発電方法になりうる、

という条件を満たすことができる潜在能力が高い有望な技術の１つと考えた。  

その一方で日本における林業は経済的に自立することが厳しい状況にある。その結果、人

手不足などによって森林の荒廃が進んでいる地域もあり、温室効果ガスである二酸化炭素固

定能の低下など様々な問題が生じている。そのような背景から林業を再生し、森林資源を活

用するという社会的要請が強く、森林資源を生産から利用までを見通した上で林業が経済的

に自立するために必要となる技術開発の方向性や課題の解決策などを示した技術シナリオ

の提示が求められている。既存の研究報告では現状分析や地域研究、部分的な技術開発提案

に留まっており、森林資源の生産から利用までを見通した上で、①モデル設計による課題抽

出と改善提案を行い、②プロセスモデルによる技術開発の方向性の予測までを行っている例

はない。  

本研究では、日本における木質バイオマスに関し、生産から利用までのライフサイクル全

体を対象として、熱力学的観点や化学工学的観点を取り入れながらプロセスモデルの設計に

よる経済性評価を通じて、エネルギー利用も踏まえた新しい林業システムの設計し、経済性

/環境性の観点から利用拡大に向けた技術的課題を抽出した上で、新技術プロセス設計と利

用拡大に向けた技術開発の方向性を技術シナリオとして提示することを目的とする。  

本研究の構成は以下の通りである。第 1章では、本研究の背景、目的、及び全体概要を述

べた。第 2章、第 3 章、第 4章では、本研究の評価範囲である木質バイオマスのライフサイク

ルを「木質バイオマスの生産・供給」、「燃料製造」、「エネルギー利用」にわけた各プロセス

における経済評価及び抽出された技術課題とその解決策などの結果を述べた。第 5章では第

4章で対象とした既存で確立されつつある直接燃焼型バイオマス発電（ DC発電）、バイオマス

ガス化発電（ GS発電）と、次世代の有力技術の 1つと目されている化学ループ法 (CLC)による

バイオマス発電のうち、 CLCによるバイオマス発電について、プロセスの詳細設計を行い、

経済性に大きな影響を及ぼす要素の抽出による将来の開発の方向性などについて述べた。第

6章では、以上の結果を受けたまとめ及び今後の展望を述べた。  



 
 

具体的方法として、木質バイオマスの利

用拡大に向けた技術的課題の抽出にあた

っては、現地調査やプロセス設計に基づ

き、前述の３つのプロセスについて「木質

バイオマスの生産・供給」では作業レベル

で、「燃料製造」、「エネルギー利用」では、

機器レベルまで詳細に分割した上で、プロ

セス毎にコスト関数化 /定量化を行い、コス

トの構造化をした。木質バイオマスのエネ

ルギー利用における本研究の概念図を図 1

に示す。コストの構造化にあたっては、現

地調査等に基づく実際の運用状況を把握

しつつ、その比較によってモデルの妥当性

を確保した。また本モデルは、プロセスを

構成する機器やオペレーション条件など

のデータベース化によって、機器や条件設定等の様々な組合せを柔軟にできるようにし、多

様なプロセス毎に評価ができる柔軟性を確保した。これらのプロセスモデルを用いて、コス

トを形成する各要素 (例として、発電時の温度条件や圧力条件、木質バイオマスの含水率な

ど )について感度解析を行い、各要素において最もコストに影響を及ぼしている要素と経済

合理性が高くなる最適条件を抽出した。さらに系統電力と同等の経済性合理性を有するため

に必要となるコスト目標を設定し、それらを達成するために必要となる新技術プロセス設計

や利用拡大に向けた技術開発の方向性を技術シナリオとして提示した。  

「林業活性化と森林資源の有効利用に向けた課題と改善策」  

日本の地域別の木質バイオマスの生産

コストをプロセスごとに積み上げて算出

した結果、その低減に大きな影響を与え

る要因として、①材積が多いこと及び、

②平均傾斜度が緩やかであることが明ら

かになった。それを踏まえ造林・伐採の

工程における更なるコストを低減の可能

性を検討し、定量的示した。技術シナリ

オを適用した場合の都道府県別の木質バ

イオマス生産コストに対する傾斜の影響

（全斜面加重平均）を図 2に示す [5]。  

緩斜面における造林コストは、栽植密

度の疎化や下刈り回数の減少による労働

量の削減により現状の約 4,400円／ m3 か

ら約 1,400～約 2,600円／ m3 まで低減できる可能性が示された。さらにコンテナ苗や大苗の

開発による植栽費用の低減や、機械化促進による労働生産性の向上に伴う地拵え費用が低減

できる可能性があり、将来的にさらにコストを低減できる潜在的可能性を有している。  

 伐採の作業体系は傾斜毎に異なるが、施業機械体系の効率化や、施業する森林を集約化に

よる稼働率の向上により伐採に要するコストは現在の約 6,600円／ m3 から、約 1,300～ 2,800

円／ m3 まで低減できる可能性がある。   

その結果、地拵えから伐出まで一連のプロセスを対象としてプロセスごとに詳細な積み上

げ法に基づいて木質バイオマス生産コストの評価を試みることにより、日本の現在の木質バ

図 1 木質バイオマスのエネルギー利用に

おける本研究の概念図  

図 2 技術シナリオを適用した場合の都道府県

別の木質バイオマス生産コストに対する傾斜

の影響（全斜面加重平均）  



 
 

イオマスの生産コストは全国平均で約 11,000円／ m3 と目標とするスウェーデンと比較して

単位材積当たりで 4倍以上高いことが明らかになった。それを踏まえ、造林コストの低減策

として、低密度植林や下刈回数の削減、伐採コストの低減策として、高性能林業機械の導入

と欧州並みの運用体制を適用による稼働率の向上によって生産コスト現状の約 3分の 1の

3,000円／ m3 程度まで低減できることが明らかになった。  

「木質バイオマスのエネルギー利用拡大に向けた技術的課題と改善策」  

木質バイオマスの利用拡大に向けて、既に普

及しつつある DC発電 /GS発電及び次世代の発電

技術と目される CLCを対象に、それぞれの発電種

別のプロセスを確定した後、発電システムのエ

ネルギー効率及び発電コストを詳細な積み上げ

法により算出した。本研究の評価方法を図 3に示

す。続いて木質バイオマスのエネルギー利用が

拡大するために必要となる発電コスト目標を設

定した上で、木質バイオマスの利用拡大に向け

て解決すべき技術的課題 (タービン効率の改善

等 )や条件 (出力規模、燃料含水率、システム稼働

率、二酸化炭素の分離・回収等 )について技術シ

ナリオとしてまとめた。  

具体的には、 500 kWから 10,000 kWの範囲で出

力規模がコストに及ぼす影響について感度解析

を行ったところ、出力規模の拡大のみでは設定し

た発電コスト目標を達成することはなかった。発

電種別毎に発電コストの構造を解析したところ、

運転維持・資本費に最も大きな影響を与えている

要素はシステム発電効率であり、さらにその内訳

を解析したところ水蒸気及びガスを動力に変換

するランキンサイクル（ DC発電 /CLC）及びブレイ

トンサイクル（ GS発電）でのエネルギー変換時に

おける損失が最も大きいことがわかった。DC発電

(5,000kW)におけるヒートフロー図を図 5に示す。 

次に DC 発電及び CLC において、ランキンサイクルにおける蒸気温度を 300℃から 540℃、圧

力を 0.1 MPa から 15 MPa の範囲で各条件を組み合わせ、各サイクル効率を算出した上で 500 

kW から 10,000 kW の出力規模において発電コ

ストを算出したところ、 3,000 kW の時にコス

ト低減効果が最も発揮されることが分かった。

DC 発電における蒸気条件変更による発電出力

と発電コストの関係図 5 に示す。 GS 発電では

ブレイトンサイクルの効率が出力規模に関わ

らず、ほぼ一定となることから設定したコスト

目標を達成することが困難であることが分か

った。続いて DC 発電及び CLC について、燃料

条件やシステム稼働率などの諸条件を変更さ

せた場合に設定した発電コスト目標 (二酸化炭

図 3 本研究における評価方法  

図 4 DC 発電 (5,000kW)におけるヒート

フロー図  

図 5 直接燃焼型バイオマス発電におけ

る出力規模と発電コストの関係  



 
 

素分離・回収無：25.0 円 /kWh,二酸化炭素分離・回収有：27.3 円 /kWh)を下回る条件を二酸

化炭素の分離・回収の有無に分けて抽出した。木質

バイオマス自体のコスト（輸送費は別途を必要）が

現状の 3 分の 1 程度 (2,900 円 /t)まで低減する前提

のもとで、二酸化炭素の分離・回収がない場合は、

最も発電コストが低い DC 発電において、システム稼

働率 90％ (330 日 /年 )、燃料含水率 25％の条件下で

ボイラーの蒸気条件を 520℃～ 540℃まで高温化さ

せ、圧力を 14-15 MPa まで高圧化することで発電コ

ストが設定した発電コスト目標とほぼ同等まで低減

できることがわかった。二酸化炭素の分離・回収が

ある場合について、新たな装置・エネルギーを必要

とせず最もコスト競争力がある CLC にて蒸気条件を

変化させて発電コストを試算したが、設定した発電

コスト目標を達成することはできなかった。そこで、

さらに分離・回収した二酸化炭素を売却する場合に

ついても検討を行った。CLC の発電に伴い発生する

高純度の二酸化炭素を 60%程度捕捉し、平均的な炭

酸ガスの市場販売価格 (約 20,000 円 /t)の 10 分の

１程度で売却した場合、約 2-5 円 /kWh の発電コス

ト低減要因となり、設定した発電コスト目標を達成

できることがわかった。CLC バイオマス発電におけ

るランキンサイクル効率と発電コストの関係を図 6

に、コストモデルと技術シナリオを図 7 示す。  

以上より、DC発電は二酸化炭素を分離・回収しな

い場合において、蒸気を高温高圧化することで設定

したコスト目標と同程度まで低減できることがわ

かった。また、 CLCでは発電に伴って発生する二酸

化炭素を分離・回収した上で売却することができれ

ば、現状の蒸気条件でそれぞれ発電コストが設定した発電コスト目標を達成できる。このこ

とから木質バイオマスのエネルギー利用に関し、条件設定によって利用拡大に大きな可能性

を有していることが示された。  
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図 6 CLC におけるランキンサイク

ル効率と発電コストの関係  

図 7 CLC におけるコストモデルと

技術シナリオ  


